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１．は じ め に

１９７８年から中国は�小平主導の「改革開放」政策を実施し始めた。改革開

放初期，長年の文化大革命による社会経済文化活動の停滞で，供給不足の問題

が顕在化し，社会経済基盤が非常に弱くなっていた。官民ともいち早く経済建

設を早急に発展の軌道に乗せたいが，技術力の低いうえに，資金面とくに外貨

が厳重不足の問題に直面していた。中国の改革開放政策を実施する初期には，

計画経済から社会主義市場経済へ転換する実験段階であった。中央政府は地域

経済の発展を目指し，外国企業と外資の誘致，海外先進技術の導入，先進国の

企業管理経験を学ぶなどのため，全国各省・自治区・直轄市に経済開発区を設

置する方針が定められた。

１９８０年から順次，香港に隣接する深�，マカオに隣接する珠海，汕頭，福

建省のアモイ及び海南省に５箇所の経済特区を設置した。１９８４年にはさらに

大連，秦皇島，天津，煙台，青島，聯雲港，南通，上海，寧波，温州，福州，

広州，湛江，北海の１４沿海都市を開放し，「経済技術開発区」を設置した。経

済技術開発区には外資企業に対し，経営自主権の保障，法人税の減免，土地使

用権の付与，輸出入税の減免，外貨の海外送金の保障などの優遇措置を講じる

ことによって，積極的な外資企業の誘致活動を展開した。巨額な外国資本と先

進技術の導入により，雇用・輸出・税収などの側面において各地域の社会経済
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に大きな発展をもたらした。

１９９０年代半ば以降は急激な経済成長に対しての政策調整，アジア金融危機

などの要因が相まって，一時的外資導入額は減少に転じたが，１９９２年�小平

の「南巡講話」を契機に，中国の改革開放政策の進展につれて，外資による直

接投資額は再び増加することになった。とくに，２０００年以降は，中国のWTO

加盟に向けた市場開放が進み，外資系企業は再び中国進出に意欲を見せ始め，

外国企業の直接投資額は加速的に増大した。成長が続く東部沿海地域内におい

ては外資導入額の変動が激しく，地域間競争の時代を迎えている。各開発区政

府は積極的に投資環境を改善し直接投資の誘致を行うが，既存の沿海と内陸の

地域格差または沿海地域内各開発区の投資環境の差により，外資誘致の効果は

大いに違うことも見られている。

中国商務部の統計により，珠江デルタ地域は１９９５年には外資導入額の

３８．５％を占めていたが，２００５年には１９％へと減少した。それに対して上海を

中心とする長江デルタ地域は１９９５年に外資導入額は２５．３％であったが，２００５

年には４４％へと増加した。また，環渤海湾地域も１９９５年の１９．５％から２００５

年には３９％へと増加している。これは外資導入の重点が次第に長江デルタ地

域や環渤海湾地域に移動しつつあることを示し，長江デルタ地域経済圏の重要

性がますます高くなっていることを裏付けていた。２００５年長江デルタ地域の

受入れた外資実行額は２６３．３３億ドルに上ったが，地域内の分布状況には大き

な偏りがある。上位二都市の上海と蘇州は外資導入額が地域全体の５割弱を占

めていた。次いで，無錫，寧波，南京，杭州の４つの都市は，地域全体の３割

弱を占めている。残りの１０都市の合計受け入れ額は地域全体の２割に過ぎな

い。

海外直接投資の地域分布不均衡を生みだした要因としては海外企業の投資行

動にもあった。外資系企業の中国進出は，中国市場における競争優位形成のた

めの重要な経営戦略である。中国の労働コスト・市場規模・経済成長の可能性

は, 先進諸国の企業にとって大きな魅力であり，事業機会を提供するものと期

待された。しかし，中国が１９４９年建国して以来の長い間，閉鎖的な計画経済
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体制を採用したため，制度上のまったく違う外国企業にとっては中国へ進出す

る際に，投資の立地選択に参考にできる経験はほとんどなく，いろいろな困難

も多かった。早期に中国へ進出した外国企業は主に三つの方式で投資地域を選

定したと思われる。１．発注元の要請により発注元に近い地域を選定した。２．

積極的な誘致活動に引かれて特定の地域を選定した。３．中国での人脈に頼っ

て指定してくれた地域を選定した。こういう投資立地の選択方式では，進出後

に問題が起きない保証はない。中国改革開放以来数十万件の海外投資があり，

成功した企業が多くある反面，失敗したケースも沢山あった。外国企業や投資

家の投資行動をサポートするため，または各開発区の外資誘致政策などの立案

に参考にできる情報を提供するため，経済学の側面において，より客観的・定

量的に各地域の投資環境を評価し，中国への投資立地選択要因を明らかにする

必要がある。

Cheng and Kwan（２０００）は，１９８５年から１９９５年までの中国２９都市の統計

資料を用い，外国直接投資の立地要因を分析した。市場規模，インフラストラ

クチャー，外資誘致政策は外資企業を引き付ける効果があり，単位労働コスト

はマイナス影響があると指摘した。文（２０００）は主成分分析の手法を用いて深

�，上海，北京など中国３５主要都市の投資環境を比較した。Belderbos and

Carree（２００２）は，１９９０年から１９９５年までの５年間中国に投資した日本電子

業製造業２２９社を対象に，条件付きロジックモデルを用いて，立地選択の要因

について分析した。市場の経済発展水準，潜在的市場需要，インフラストラク

チャー，日本との距離，現地の投資誘致政策，産業集積効果などは立地選択と

正の相関関係があり，賃金水準は立地選択と負の相関関係があることを示し

た。また，企業規模と市場向け型の違いによって，企業の集積効果も違う。中

小企業は大企業に比べ，投資する際に集積効果の影響を受けやすく，より日系

企業集中の地域へ投資する傾向があり，それほど誘致政策の地域差を重視しな

い。

Dollar et al.（２００３）は，中国２３都市を対象に２０００－２００２年の投資環境に

関する調査研究を行った。同調査では，インフラストラクチャー，中国市場の

２０７ 長江デルタ地域投資環境に関する主成分分析 －47－



進入と退出障壁，労働市場の弾力性，技能と技術の差異，国際化，民営企業参

加の割合，政府の行政効率，税負担，融資の難易度など，投資環境に関する９

指標を分析し，各地域の投資環境総合ランキングを評価した。洪・劉（２００３）

は，長江デルタ地域における江蘇省，浙江省と上海市の協力と競争，産業構

造，都市化，外資企業とくに日系企業の蘇州への投資戦略などを分析した。ま

た，中国統計局は２００６年に主成分分析の結果を用いて，投資環境に関する中

国全域のベスト１００都市のランキングを発表した。

以上の研究はいずれも中国全域の投資環境の優劣についての分析を中心とし

ている。これまでは，特定地域の投資環境に関する詳細な文献はあまり見当た

らない。また，長江デルタ地域の経済情況に関する研究は多く見られるが，地

域内の各都市の投資環境の差異を詳細に検討する研究は少ない。本研究では，

中国で最も外国資本を受け入れている長江デルタ地域に着目し（図１），地域
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出所：「中国情報ハンドブック」２００６年版。
図１．長江デルタ地域主要１６都市
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内各主要都市の投資環境の特徴に当てながら，主成分分析によりその相違の原

因を明らかにすることを主な目的とする。長江デルタ地域投資環境に関する実

証研究は，中国の他の地域に対する示唆が多く含まれ，海外直接投資の立地選

択などに大いに参考にされると思われる。

２．統計指標の選択

中国へ進出する外資系企業は初期に輸出型が多かった。近年，中国国内市場

を重視する内販型企業が増加し続けている。２０世紀８０年代から２０数年間に

わたった進出企業類型の変化は，中国が世界の工場から世界の市場へとの移行

期と合致していることがわかる。Belderbos and Carree（２００２）によると，輸出

型企業と内販型企業とは立地選択する際に注目する投資環境の要素が違う。日

本貿易振興機構（２００４）の「中国進出日系企業の実態と地域別投資環境満足度

評価２００３年」より，製造業と非製造業，大企業と中小企業，輸出型と内販型

の違いによって，同じ都市・開発区でも投資環境の満足度評価が違うことが分

かる。

輸出志向の労働集約型企業の中国進出は素材・部品を輸出する運送コストが

かかっても，労働コストの削減による利潤獲得が期待できるので，単位労働コ

ストを重視する。１９８０年代に香港企業の珠江デルタ地域への進出は，主に労

働密集型の委託生産加工であり，単位労働コスト削減を意図したものであっ

た。内販型企業は，中国の所得増加に伴う消費拡大を前提に，製品市場の獲得

とシェア拡大をねらいながら，単位労働コストのみならず，「産業集積の利益」

を求めて立地を決めている（本木・上野，２００１）。中国へ進出する意向のある

外資系企業は，自社の状況を考える上，労働力，産業集積，政策と行政サービ

スなどの外部・内部要素を分析し，収益性を重視する最適地の選択は投資の立

地選択が原則であることがわかる。

本研究では長江デルタ地域主要１６都市の投資環境に着目する。各都市の経

済発展と人口構成状況は図２で示す。上海の経済力が同地域他の都市より極め

て高く，２番目は蘇州であった。そのほかに GDPで年間４，０００億元を超える

２０９ 長江デルタ地域投資環境に関する主成分分析 －49－
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都市は杭州，無錫，寧波，南京の順であった。蘇州と舟山の一人当たり GDP

はそれぞれ６６，７６６元と６２，３２６元で同地域他の都市の同指標より極めて高い。

表１より，２００２～２００５年各年度外国企業の直接投資受入れ額累計上位５都市

は，上海，蘇州，無錫，寧波，南京の順であった。

舟山は東シナ海にある舟山群島により構成され，貨物取扱量が世界一の舟山

港で長江デルタ地域の経済発展をサポートしている。港以外の産業基盤が弱

く，人口と外国企業の直接投資額もごく少ないため，主成分分析による投資環

境評価の対象としなかった。

長江デルタ地域主要都市の投資環境を定量的に評価するため，先行研究など

を参考にしながら，指標選択を行った。外国企業が投資立地選択を行う際に，

企業の類型と投資戦略が違うことで関心の経済指標も違うと思われている。内

販型企業は輸出型企業より経済発展と市場規模の発展状況を一層重視している

出所：中国統計信息網資料により筆者作成。
図２．２００９年長江デルタ地域主要都市のGDPと人口
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と考えられる。それに対して，輸出型企業は内販型企業より対外経済の発展状

況をもっと重視すると考えられる。労働力資源と経営コスト，交通状況とイン

フラストラクチャー，産業集積は内販型企業と輸出型企業の両方とも重視す

る。最終的に，経済データの取得可能性を考える上，経済発展，市場規模，イ

ンフラストラクチャー，労働力資源，地域の対外貿易と外国投資などの側面で

立地選択の際によく参考にされる１２の経済指標を使うことにした。

次節の主成分分析に用いる長江デルタ地域主要１５都市２００５年１２の経済指

標のデータは，２００６年の上海市，江蘇省，浙江省の統計年鑑と中国城市統計

年鑑などによるものである。各経済指標を �������������変数で表し，投資環

境評価と企業立地選択に関連していることについて，以下のようにまとめてお

く。

２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 合 計

上 海 ５０．３ ５８．５ ６５．４ ６８．５ ２４２．７

蘇 州 ４８．１ ６８．１ ４６．５ ５１．２ ２１３．９

無 錫 １７．４ ２７．０ １９．５ ２０．１ ８４．０

寧 波 １２．５ １７．３ ２１．０ ２３．１ ７３．９

南 京 １５．０ ２２．１ １５．１ １４．２ ６６．４

杭 州 ５．２ １０．１ １４．１ １７．１ ４６．５

南 通 ２．４ ７．３ １０．２ １５．３ ３５．２

嘉 興 ４．８ ８．０ １０．２ １１．６ ３４．６

紹 興 ３．８ ７．４ ８．２ ９．０ ２８．５

常 州 ５．６ ８．６ ５．４ ７．３ ２６．８

湖 州 ３．９ ５．４ ６．１ ６．５ ２１．８

鎮 江 ５．０ ８．１ ５．６ ６．０ ２４．７

揚 州 ２．６ ４．８ ７．５ ５．３ ２０．２

泰 州 １．８ ３．０ ３．８ ４．６ １３．３

台 州 １．２ ２．２ ３．０ ３．４ ９．８

舟 山 ０．１ ０．２ ０．２ ０．３ ０．８

表１．長江デルタ地域１６都市の直接投資 （億ドル）

出所：江蘇省，浙江省，上海市統計年鑑（２００３－２００６）。

２１１ 長江デルタ地域投資環境に関する主成分分析 －51－



� 一人当たり域内総生産（GDP，元）��：域内総生産はその地域の経

済規模，労働生産効率と住民の消費水準などを総合的に反映できる。

GDPは投資環境評価に最も重視される経済指標の一つである。

� 第二次産業比率（％）��：経済発展水準が高くなるに伴って第一次

産業比率は減少し，第二次産業比率は増大する現象が見られる。第二次

産業比率はとくに製造業企業の集積状況と発展水準を示すことができ

る。

� 第三次産業比率（％）��：第三次産業比率ではサービス業の発達状

況を示すことができる。外国企業の投資立地選択を行う際に，経済基盤

とインフラストラクチャーより，商業や運輸業などの発達状況で評価す

る企業もある。

� 社会消費財小売総額（億元）��：市場規模を計る指標の一つである。

とくに近年社会消費財小売総額の成長率が高いので，中長期的に市場規

模を重視する外資企業によく参照されている。

� 可処分所得（元）��：課税前の家計収入から，支出が義務付けられ

ている税金と社会保険料などを差し引いた所得のことを指す。自由に使

える手取り収入と言え，高いほど購買力が高いと考えられる。また，個

人消費の動向に大きな影響を与える。

� 社会固定資産投資額（億元）��：公共投資と民間設備投資との合計

であり，固定資産投資が高いほど，国のインフラ投入額と民間設備投資

が高く，投資環境が良く，経済のさらなる発展が期待できる。

� 技術者数（万人）��：大型外国企業の中国進出は生産コスト安を重

視するほか，短期間で多くの優秀な人材の獲得も重要な戦略選択の一つ

である。長江デルタ地域は中国の鉄鋼，造船，電器および軽工業基地と

して，豊富な技術人材が蓄積していることで外国企業に注目されてい

る。

� 在籍大学生数（万人）�	：地域内の若い人材の備蓄レベルを反映で

きる指標である。科学研究環境，教育システムが相対的に良く，若い人
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材が相対的に獲得しやすい面において外資企業に評価される。

� 単位労働コスト ��：現職労働者平均賃金を一人当たり GDPで割

り，１００をかけて得た数値である。この指標は労働者のノウハウと効率

を考量し，単純の労働者平均賃金より外国企業収益確保の投資立地選択

に参照される。

� 輸出依存度（％）���，輸入依存度（％）���：地域経済が貿易に依存

している度合いを示す指標で，域内総生産に対する輸出額・輸入額の比

率で表す。数値が高ければ高いほど，その地域の経済開放程度が高く，

貿易環境がよいと評価される。

� 外資企業の直接投資額（億元）���：その地域の経済開放度と外資企

業の集中度を図る指標の一つである。海外直接投資は外資企業がすでに

多く投資している地域に集中する傾向がある。産業集積が形成されてい

る地域には部品調達などの関係で，産業集積の効果が高く期待される。

３．分析方法と注意点

本節では長江デルタ地域主要１５都市の投資環境を評価する際に利用される

主成分分析方法を簡単にまとめる。とくに，主成分分析に関連する固有値，固

有ベクトル，寄与率と因子負荷量などの統計指標を説明する。主成分分析に関

する詳細な議論は有馬・石村（１９９７）を参照できる。

主成分分析は，複数の変数間の共分散（相関）を少数の合成変数で説明する

手法である。複数の要因を合成（圧縮）して，いくつかの主成分により総合力

や特性を求める方法としてよく利用されている。事前に仮定するモデルがな

く，誤差などを考えずに単純でかつ適用しやすい利点がある。主成分分析は，

複数のメカニズムを分離することができ，投資環境評価に相応しい方法だと思

われる。

主成分分析の第一歩は，�個の変数 ����������から次のように互いに独立

の�個の変数����������を求める�����ことである。
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ただし，������������������，�����������。このような�個の合成変量

において，その分散は�	
������	
��������	
����である。

�個の変数の相関係数行列の固有値を

���������������������

としたとき，��に対応する固有ベクトル���������������の要素を重みとした

合成変量が��に対応し，��の分散が��に等しくなる。

主成分はもとの �個指標の線形結合����������である。最も分散の大き

い��は第１主成分，次に分散の大きい��は第２主成分，以下順に��は第�

主成分と呼ばれる。固有値は各主成分軸にどのぐらいの情報量が取り込まれて

いるかを表す。固有値が大きいほど，主成分の分散が大きく，もとのデータを

説明するパワーが大きい（情報量が多い）。

各主成分がもとのデータをどれぐらい説明しているのかを示す尺度として，

寄与率がある。第�主成分の固有値が��，寄与率が������にある。寄与率
は，観測データの全情報量に対してどの程度の情報量を個々の主成分が集めた

かを示す比率である。意味のある主成分を選択する基準として固有値または寄

与率が使われる。

各主成分ともとの各変数の相関係数は因子負荷量と呼ばれる。因子負荷量は

第�主成分の重みに，対応する固有値の平方根をかけたものである。すなわ

ち，第�主成分の因子負荷量は

�	���	�����	�������� ��	 ���� ��	 ������ ��	 �

となる。計算した因子負荷量の絶対値の大きさで，メカニズムに参加している

指標の選択ができる。因子負荷量のプラスマイナスの符号は，相関係数の正の
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相関，負の相関を表すプラスとマイナスの符号の意味と同じである。因子負荷

量の片方の変数は主成分得点だから，ある観測因子の因子負荷量値はその因子

がどの程度まで主成分（メカニズム）に関係しているかの程度を表している。

実際の経済データを用いて計算した主成分分析の結果を地域投資環境評価に

適応する際に注意すべき点は，主成分得点による評価のランキングを用いて単

純にその地域の良さを判断していけないことである。主成分得点の大きさを決

めるのは各要素のプラスとマイナスの影響の強さ（因子負荷量）であるので，

絶対値が大きな負の因子負荷量の指標を持つ地域の主成分得点は比較的に小さ

くなる傾向がある。投資企業自身の性質により，大きな負の因子負荷量の指標

を重視することもあり，そのときには主成分得点が小さい地域を選択するのは

合理的である。

４．投資環境の主成分分析

本節では長江デルタ地域１５都市の投資環境を評価する目的で，１２個の経済

指標を対象に，２００５年のデータを用いて主成分分析を行った。表２では主成

分分析の出力である固有値と寄与率及び固有ベクトルなどの主な結果が示され

ている。表２では第５主成分までの長江デルタ地域主要１５都市の主成分得点

が示されている。各主成分得点はもとの１２個の経済指標の変数に対応する固

有ベクトルの線形結合である。各都市第１主成分得点は，次式で計算される。

第１主成分得点＝０．３２３＊（一人当たり GDP）－０．１１６＊（第二次産業比率）

＋０．２６５＊（第三次産業比率）＋０．３４５＊（社会消費財小売総額）

＋０．２４９＊（可処分所得）＋０．３５４＊（社会固定資産投資額）

＋０．３３４＊（技術者数）＋０．２６２＊（在籍大学生数）

－０．２３５＊（単位労働コスト）＋０．２６７＊（輸出依存度）

＋０．２８９＊（輸入依存度）＋０．３３９＊（外資企業の直接投資額）

他の主成分得点の計算は省略する。各主成分得点により，１５都市の投資環境

をランキングし，外資企業の投資立地選択に重要な情報を提供することができ
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る。

第１主成分の因子負荷量は図３で示している。第１主成分は１２指標のうち

正の関連が１０指標，負の関連が２指標である。とくに，社会固定資産投資額，

社会消費財小売総額，外資企業の直接投資額，技術者数，一人当たり GDPと

いう上位５つの因子負荷量はすべて０．８８よりも大きいことが分かる。したがっ

て，この５つの経済指標の高い都市の第１主成分得点はより高くなる傾向があ

る。また，プラス面で投資環境の評価できる貿易状況を反映する輸出入依存

度，三次産業比率と可処分所得の関連度はすべて０．６８以上である。単位労働

コストと第二次産業比率は負の関連を持ち，とくに単位労働コストは比較的大

きな負の関連が見られる。単位労働コストが平均より低い都市の第１主成分得

点は低くなる傾向がある。以上の１２経済指標の投資環境評価に現した特徴に

より，第１主成分を総合経済力と名づけることにする。

第２主成分の因子負荷量は図５で示している。取り上げた１２個の経済指標

のなか，正の影響と負の影響がある指標の数はちょうど半々で，よくバランス

が取られている。第２主成分に正の大きい因子負荷量を持つ経済指標は，大き

さ順で，第二次産業比率，輸出依存度，輸入依存度，一人当たり GDPと外資

企業の直接投資額である。第２主成分に負の絶対値が大きい因子負荷量を持つ

経済指標は，順に第三次産業比率，在籍大学生数と単位労働コストなどであっ

た。プラスとマイナス影響がある主要な指標三つずつ考える場合，第２主成分

は製造業・貿易対サービス業・人件費・高等教育規模で地域の投資環境を評価

することができると思われる。便宜のため，第２主成分を製造業対サービス業

と名付ける。各都市のランキング順位は図６で示す。

第３主成分の因子負荷量は図７で示されている。図７により，第３主成分に

唯一かつ非常に大きい正の関連指標は可処分所得である。第三次産業の比率，

一人当たり GDPと輸入依存度などの経済指標はプラスの関連があるが，第３

主成分得点にプラスの寄与はそれほど大きくない。比較的に絶対値が大きな負

の因子負荷量を持つ指標は在籍大学生数，輸入依存度と外資企業の直接投資額

などである。図７の可処分所得に偏った各因子負荷量の分布状況により，第３
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主成分は個人の購買力または消費市場と名付けることが適当だと思われる。以

下の分析では単に第３主成分を個人の購買力と名付け，図８で各都市の第３主

成分得点によるランキングを示す。

固有値と寄与率

第１
主成分

第２
主成分

第３
主成分

第４
主成分

第５
主成分

固有値 ７．３７３ ２．６０９ ０．７１０ ０．６６１ ０．４７３

寄与率（％） ６１．４５ ２１．７４ ５．９１ ５．５１ ３．９４

固有ベクトル

一人当たり GDP ０．３２３ ０．２３０ ０．０９７ －０．２５７ －０．０７４

第二次産業比率（％） －０．１１６ ０．５７３ －０．０６１ －０．０６９ －０．１７８

第三次産業比率（％） ０．２６５ －０．３９６ ０．１１７ －０．２３７ ０．１１４

社会消費財小売総額 ０．３４５ －０．１４７ －０．１６６ ０．１５１ －０．２４３

可処分所得 ０．２４９ ０．００８ ０．８５８ ０．１３７ ０．０７４

社会固定資産投資額 ０．３５４ －０．１１２ ０．００３ ０．１４２ －０．２０４

技術者数 ０．３３４ －０．１２１ －０．１３３ ０．２６５ －０．３８３

在籍大学生数 ０．２６２ －０．２８５ －０．２６０ －０．４５５ ０．４０４

単位労働コスト －０．２３５ －０．３０７ －０．０７２ ０．６３２ ０．３５７

輸出依存度（％） ０．２６７ ０．３４８ ０．０６９ ０．１８６ ０．５０４

輸入依存度（％） ０．２８９ ０．３１４ －０．２４７ ０．１０７ ０．３８０

外資企業の直接投資額 ０．３３９ ０．１３４ －０．２２９ ０．２９７ －０．０８１

表２．固有値と固有ベクトル
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社会固定資産投資額（億元）X6

－1.00 －0.75 －0.50 －0.25 0.00 0.25 0.50 0.75 1.00

社会消費財小売総額（億元）X4
外資企業直接投資額（億元）X12
技術者数（万人）X7
一人当たり GDP（元）X1
輸入依存度（％）X11

第三次産業比率（％）X3
輸出依存度（％）X10

在籍大学生（万人）X8
可処分所得（元）X5
第二次産業比率（％）X2
労働力コスト X9

第１
主成分

第２
主成分

第３
主成分

第４
主成分

第５
主成分

上 海 ７．７３９ －１．７５８ －０．５６８ ０．８４５ －１．０８６

蘇 州 ３．０９２ ４．６４２ －０．６０７ ０．５７５ １．１６５

寧 波 １．２０４ ０．０５４ ０．８７０ ０．３２６ ０．２４４

無 錫 ０．８８７ １．２９１ ０．４４４ －０．９８４ －０．８６２

杭 州 １．５４３ －１．４３５ ０．４４８ －０．７５２ ０．５３３

南 通 －２．０３３ －０．５４４ －１．０５４ １．０７０ ０．１００

南 京 １．６７９ －２．１７１ －０．５６０ －１．５８１ １．３８４

嘉 興 －０．８５７ ０．９０７ ０．８００ －０．３０２ －０．２９６

紹 興 －０．８６０ ０．７９５ １．２１８ ０．０７４ －０．４６４

常 州 －１．１３９ ０．７４４ ０．１０７ －０．６１１ －０．４９６

湖 州 －１．８８９ －０．５２５ ０．６２２ ０．１４０ －０．１０５

鎮 江 －１．９８０ ０．５４５ －０．６５６ －０．８８９ －０．５１０

揚 州 －２．６３１ －０．６７４ －１．１３４ ０．２６７ －０．０７３

泰 州 －３．１１７ －０．２４１ －１．２１７ ０．３７３ －０．３２２

台 州 －１．６３７ －１．６３２ １．２８６ １．４５０ ０．７８９

表３．長江デルタ地域各都市の主成分得点

図３．第１主成分因子負荷量
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社会固定資産投資額（億元）X6

－1.00 －0.75 －0.50 －0.25 0.00 0.25 0.50 0.75 1.00

社会消費財小売総額（億元）X4

外資企業直接投資額（億元）X12

技術者数（万人）X7

一人当たり GDP（元）X1
輸入依存度（％）X11

第三次産業比率（％）X3

輸出依存度（％）X10
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図４．長江デルタ地域主要都市総合経済力ランキング

図５．第２主成分因子負荷量
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図６．長江デルタ地域主要都市製造業対サービス業ランキング

図７．第３主成分因子負荷量
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５．長江デルタ地域投資環境評価

本節では２００５年長江デルタ地域主要１５都市１２経済指標のデータに基づい

た主成分分析により，各都市の投資環境を詳しく評価した。主成分分析の主な

計算結果は前述の表２と表３にまとめた通りである。

表２により，第１主成分の固有値は７．３７３であり，寄与率は６１．４５％であっ

た。第２主成分の固有値は２．６０９であり，寄与率は２１．７４％であった。第２主

成分までの累計寄与率は８３．１９％となった。第３主成分の固有値は０．７１０で，

第１と第２主成分の固有値より極めて小さくなり，寄与率は５．９１％となっ

た。固有値の大きい方から順に第３主成分までの累計寄与率は約８９．１０％にな

るので，主成分分析の理論により，最初の三つの主成分でデータの全情報の約

９割を説明できることが分かる。以下では，第３主成分までの出力情報を用い

て長江デルタ地域主要１５都市の投資環境を分析していく。

� 第１主成分による分析

第１主成分得点による長江デルタ地域主要１５都市の総合経済力ランキング

は図４で示す。上海の第１主成分得点は同地域の他都市の同指標よりはるかに

図８．長江デルタ地域主要１５都市個人購買力対高等教育ランキング

２２１ 長江デルタ地域投資環境に関する主成分分析 －61－



高く，２位である蘇州の２．５倍となっている（表３）。総合経済力を基準に投

資立地選択を行う際に，上海は最も注目される地域になるであろう。実際に，

上海の経済力の中身を見ると，社会固定資産投資額（３，４４３億元），社会消費

財小売総額（２，９７３億元），外資企業の直接投資額（６９億元），技術者数と一人

当たり GDP（６７，４９２元）などの各経済指標は他都市の同指標より断然高いこ

とがわかる。

第１主成分得点による蘇州の総合経済力が第２位に評価されたのは，社会固

定資産投資額（１，２３４億元），外資企業の直接投資額（５１億元），一人当たり

GDP（６６，７６６元），とくに貿易指標が比較的に大きく寄与していると考えられ

る。蘇州の地域輸出依存度と輸入依存度はそれぞれ１８．１％と１６．９％であり，

長江デルタ地域の他都市の同指標よりはるかに高かった。日系企業が蘇州の地

理的な優位性と積極的な外資誘致政策を高く評価し，積極的に進出したことで

寄与が大きかったと思われる（洪銀興・劉志彪，２００３）。

第２位の蘇州と第３位の南京との総合経済力評価の差も大きい。南京の総合

経済力評価に寄与したのは，社会固定資産投資額（１，１１６億元），社会消費財

小売総額（１，００５億元）と第三次産業比率（４６．９％）および在籍大学生数（５６．１１

万人，１５都市中１位）であった。第３位の南京と第４位の杭州の主成分得点

はそれほど変わらない。杭州の総合経済力評価の相対的な高得点を得た理由

は，社会固定資産投資額（１，３８７億元）と第三次産業比率（４４．１％，１５都市中

１位）および在籍大学生数（３２．８５万人）の寄与は大きかったことである。外

資企業は総合経済力評価が高く，サービス業が進んでおり，若手人材を確保し

やすい南京と杭州を高く評価している。総合経済力の面ではプラス得点を持つ

都市はまた無錫がある。無錫の総合経済力評価には一人当たり GDP，可処分

所得，外資企業の直接投資額，低い単位労働コストなどの寄与が大きい。

プラスの主成分得点を持つ都市は総合競争力の平均より高く，マイナスの主

成分得点を持つ都市は平均より低いと思われる。泰州は第１主成分得点が－

３．１２であり，長江デルタ地域主要１５都市中総合経済力が一番低いと評価され

た。その原因は，第１主成分得点にプラスの寄与が期待できる可処分所得と貿

－62－ 香川大学経済論叢 ２２２
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図９．２００５年長江デルタ地域主要１５都市外国企業の直接投資受け入れ額

易指標が非常に低く，かつ単位労働コストが高いからである。揚州の総合経済

力は下から２番目に評価された。その主な原因は第１主成分得点が各プラスの

関連指標の値が非常に低く，単位労働コストが高いからである。

実際に長江デルタ地域主要１５都市の総合経済力評価が上位にある都市はよ

り多くの外国企業の直接投資を受け入れたことが分かる。図９と前の図４との

比較より，１５都市の外国企業直接投資の受入額順位は，第１主成分得点によ

る各都市の総合経済力ランキングの順位とは合致していることが分かった。こ

の実証分析の結果により，外国企業は中国への投資立地を選択する際に，最も

投資先の総合経済力を重視していると思われる。

� 第２主成分による分析

図６では第２主成分得点により長江デルタ地域主要１５都市の製造業対サー

ビス業のランキングを示している。蘇州が一番大きい主成分得点を得た理由

は，プラス影響のある第二次産業比率６６．６％と貿易指標とも地域内各都市中

一番高く，マイナス影響のある第三次産業比率は３１．２％で同地域主要１５都市

中２番目に低く，また単位労働コストは４１．６％で１番低かった。正の関連の

２２３ 長江デルタ地域投資環境に関する主成分分析 －63－



輸出依存度１８．１％と輸入依存度１６．９％とも極めて高い。蘇州の貿易依存度は

３５％で上海の２０．３％よりもはるかに大きかった。貿易依存度の高さは地域経

済の景気度と物流の良さなどもある程度反映できる。実際，蘇州は製造業基地

としての地位が高く評価され，活発的な貿易活動で輸出と輸入依存度が高いの

は必然的な結果であろう。

無錫の第２主成分得点は１．２９１で蘇州の４．６４２よりはるかに小さいが，長江

デルタ地域主要１５都市中２番目であった。無錫の社会経済発展状況は，蘇州

と似ており，製造業の集中地であると評価される。プラス関連のある第二次産

業比率は６０．５％で長江デルタ地域の他の都市同指標より相対的に高く，マイ

ナス関連の第三次産業比率と単位労働コストはそれぞれ３１．２％と４２．５％で同

地域の他の都市同指標より相対的に低い。また，無錫の２００５年一人当たり

GDPは６２，３２３元で，主要１５都市の中では３番目であった。無錫の受け入れ

た外資企業の直接投資額は２０．１億元で，４位であった。中国へ投資する意向

のある外国企業は，製造業の集積効果と貿易環境のよさを高く期待する場合，

第２主成分得点の高い無錫の投資環境を高く評価すると思われる。

南京，上海と杭州が地域内他の都市と比べ，第三次産業比率，在籍大学生数

などが相対的に高く，第二次産業比率が相対的に低いので，第２主成分得点が

低くなっている。サービス業の発達程度で評価する場合，上海，南京，杭州は

長江デルタ地域のトップ１，２，３に順位付けることができる。単純に在籍大

学生数で評価すると，南京，上海，杭州の順となる。台州の第２主成分得点が

低いのは，単位労働コストが１４０．４％で長江デルタ地域１５都市中一番高い（蘇

州の４１．６％の約３．４倍）ことで解釈できる。長江デルタ地域に投資する意向

のある外国企業は，地域のサービス業が進んでおり，かつ高等教育水準が高い

ことを重視し，また単位労働コストを考慮する場合，第２主成分得点の低い南

京，上海と杭州をより高く評価するであろう。

主成分得点は単純な足し算での合計点と異なり，各指標のプラスとマイナス

のウエートにかかった総合点である。選択された経済指標の因子負荷量は主成

分得点への寄与を示し，経済学の意味では単に正の関連性と負の関連性を表し
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ているものである。各地域の主成分得点のランキングと投資環境の良さのラン

キングとは一致しないことも有り得る。地域の投資環境を評価する際に，主成

分得点の大きさで各地域をランキングすることはできるが，単純にその地域の

投資環境が良いか悪いかと一律に評価できない。以上の第２主成分による分析

でも分かるように，南京と上海とは第２主成分得点が低いが投資環境は悪いと

は言えない。低い主成分得点で，相対的に製造業がそれほど集中せず，サービ

ス業が相対的に進んでいることで評価できる。

� 第３主成分による分析

第３主成分では個人購買力対高等教育規模を評価することができる。図７で

示した第３主成分の因子負荷量の分布状況により，可処分所得に注目し，長江

デルタ地域主要１５都市の個人購買力評価を行うことが妥当であると思われ

る。図８に示しているように，各都市の順位付けに使われた第３主成分得点の

差はあまり広がっていないことが分かる。台州と紹興はそれぞれの主成分得点

１．２８６と１．２１８により，個人購買力の評価では長江デルタ地域の第１位と第２

位となっていた。

台州が個人購買力の評価で第１位になった原因は，因子負荷量が相対的に大

きい可処分所得が１７，３９４元であり，長江デルタ地域の他の都市の同指標より

高く，主成分得点にマイナス影響のある在籍大学生数と輸入依存度及び外資企

業の直接投資額などが同地域の他都市の同指標より低いことである。台州の在

籍大学生数１．８１万人で，南京の２５分の１にも及ばなかった。台州の輸入依存

度は０．９％，上海の１０分の１にも及ばなかった。外資企業の直接投資額は３．４

億元で長江デルタ地域主要１５都市のなかで一番低かった。紹興の投資環境は

台州と似ているが，一人当たり GDP，在籍大学生数と外資企業の直接投資額

などの指標は台州より高かった。投資先として単に地域の個人購買力に注目す

る場合，台州と紹興が高く評価されるであろう。

個人購買力対高等教育規模で評価する場合，泰州と楊州及び南通は下から

１，２，３の順位になっていた。主な原因は主成分得点にプラス寄与の可処分

２２５ 長江デルタ地域投資環境に関する主成分分析 －65－



所得が長江デルタ地域の他の都市よりかなり低く，また第三次産業の比率も低

かったためである。泰州，楊州と南通の可処分所得はそれぞれ１１，１２２元，

１１，３７９元，１２，３８４元であり，地域の最下位であった。図７により，第３主成

分得点による個人購買力対高等教育規模の都市ランキングは投資環境評価にそ

れほど参考にできる指標ではないと言える。

６．終 わ り に

本研究では長江デルタ地域主要１５都市２００５年１２個の経済指標に対し，主

成分分析の手法を用いて，各都市の投資環境について統計分析を行った。総合

経済力，製造業対サービス業の発達，個人購買力の三つの側面から，長江デル

タ地域主要１５都市の投資環境について詳細な分析と総合評価を行った。個別

の外国投資企業に，主成分得点による各都市のランキング情報に基づき，各経

済指標の関連度合いを考慮し，企業自身の特徴と投資戦略に最も合う都市選択

に客観的な情報を提供した。

外国企業は長江デルタ地域への投資立地選択を行う際に，第１主成分の因子

負荷量と各都市の主成分得点を大いに参考にしている。単に長江デルタ地域内

１５都市の総合経済力を重視する場合，総合経済力による投資環境のランキン

グ１位の上海と２位の蘇州が選択されるであろう。総合経済力３位の南京と４

位の杭州とは主成分得点が大きく変わらなかった。外国投資企業は自分自身の

業種，製品，販売・輸出など自らの特徴と投資戦略を考慮するうえに，若手人

材確保，インフラストラクチャー，サービス業の発達，または市場規模などを

重視する場合，総合経済力３位の南京と４位の杭州を選択するであろう。

総合経済力の評価で５位は寧波，６位は無錫であった。寧波の投資環境競争

力に大きく寄与したのは，社会インフラストラクチャー整備の良さ，個人購買

力の高さ，輸出産業の集積効果であった。単位労働コストをとくに重視するの

ならば，無錫の競争力が高く評価される。総合経済力の評価でランキング７位

以下では，高い順から嘉興，紹興，常州，台州，湖州，鎮江，南通，揚州，泰

州であった。
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第２主成分により，製造業と貿易産業の投資環境評価への寄与は，第三次産

業と単位労働コストおよび在籍大学生数の寄与とは逆の方向であることが分

かった。蘇州は４．６４２の主成分高得点で製造業対サービス業の発達度の評価で

１位となり，２位に評価されたのは無錫（１．２９１）であった。製造業の集積効

果，貿易環境，単位労働コストの面においては，蘇州は強い競争力があると思

われる。蘇州の第二次産業比率は６６．６％で，長江デルタ地域主要１５都市中の

１番であった。無錫は主に製造業の集中度と単位労働コストにて評価された。

平均より高く評価されるのは，３位から６位までの嘉興，紹興，常州，鎮江の

順であった。

第三次産業比率，在籍大学生数，単位労働コストの高い都市は低い得点を得

ることになる。下から順に４位まで見ると，南京，上海，台州，杭州であっ

た。南京，上海，杭州の高等教育規模は長江デルタ地域主要１５都市のトップ

１，２，３位になっている。サービス業の発達度の順で言うと，上海，南京，

杭州の順になっている。南京，上海と杭州の在籍大学生数が合計１３３万人を超

えたことから，若手人材確保をしたい外国企業は優先的に南京，上海または杭

州を選択するであろう。しかし，上海に比べると，南京と杭州の単位労働コス

トが高いため，上海の投資環境は南京と杭州よりもっと良いと思われる。台州

は得点の下から３位で評価された主な原因は，単位労働コストが非常に高いか

らであった。以上より，主成分得点を中心に投資の立地選択を行う際でも，各

経済指標の寄与状況も同時に考える必要があると思われる。

主成分因子負荷量の分布状況により，各経済指標の関連度を把握することが

できる性質を生かせば，よりよい投資促進政策を作成することができる。例え

ば，各地方政府は総合経済力評価の側面において地域の投資環境を改善したい

場合は，社会固定資産投資の増加，消費の促進，技術人材の選抜，または労働

生産効率を高めることを工夫するとより有効であると思われる。また，製造業

企業を誘致したい地方政府は産業インフラの整備を行うと同時に，貿易環境の

改善と労働コスト削減に力を入れることにより，相乗効果が期待できる。

海外企業自身の特徴と投資戦略によって，進出地域の社会，経済，地理など

２２７ 長江デルタ地域投資環境に関する主成分分析 －67－



の要素への関心度が違う。大企業と中小企業，製造業と非製造業，輸出型と内

販型の違いによって，同じ都市・開発区でも投資環境の満足度評価が違う。本

章では業種・企業形態別を問わず，長江デルタ各都市の投資環境の総合的競争

力を定量的に比較した。業種・企業形態別に分類した評価体系を考え，長江デ

ルタ地域各中心都市の投資環境をもっと詳しく研究する必要がある。また，経

済活動のグローバル化と技術進歩が加速的に進行しているなか，外国企業の投

資活動は中国の市場環境，財政金融と為替政策などの変化にも影響を受けやす

くなると思われる。

今後は，中国の外資優遇措置の廃止や規制と課税の変化に応じて，積極的に

関連する統計資料を収集し，長江デルタ地域投資環境の新たな変化を解明する

研究に取り組む予定である。また，地域の経済環境評価に大きく寄与している

各経済指標間における相互依存関係の解明にも企業の投資立地選択に大いに参

考にされると思われる。多変量時系列の一方向因果関係分析手法を企業投資の

立地選択要因の解明に適応する可能性については，これからの研究課題とした

い。多変量時系列の一方向因果関係に関する理論と応用については Yao（２０００，

２００７）を参照できる。

第１著者の研究は科学研究費補助金基盤研究（B）No．１６４０２０２３と基盤研究

（C）No．２１５３０２００の一部助成によるものである。本研究は平成１６年～１９年度

「「世界の工場」の中国化と日系企業の管理会計・原価管理の現地適用と現地適

応」の延長で，中国経済開発区の投資環境に関する統計分析の一部の結果をま

とめたものである。中国への日系企業中心の現地調査の結果については井上

（２００８）を参照できる。平成１６～１９年度の４年間にわたり中国への現地調査に

ご協力くださった西安交通大学魏修建教授，陝西省文物管理局趙栄局長（元西

北大学教授），上海大学孫元欣教授と陳信華教授，四川大学張慶昌教授，広州

大学夏明会教授，雲南大学楊路明教授，遼寧省経済研究センター朱軍研究員に

感謝するとともに，本論文の作成にコメント・ご助力いただいた香川大学横山

佳充教授，井上信一名誉教授，胡継民博士に感謝の意を申しあげたい。
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